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会社法 178 条による消却 

【要約】 

■現在、取締役会設置会社では、会社法 178 条により、保有する自己株式（金庫株）の消却が、取締

役会の決議で行える。 

■ここでは平成 18 年 5 月 1日から平成 18 年 11 月 9 日までの適時開示書類に基づき、普通株式に係

る、会社法 178 条による、保有する自己株式（金庫株）の消却の事例を紹介する。 

■会社法 178 条による消却の事例は 16 社（16 件）が確認された。 

 

 

１．取締役会決議による自己株式（金庫株）の消却 
 

○現在、取締役会設置会社では、保有する自己株式（金庫株）の消却は、会社法 178 条により取締役

会の決議で消却することができる（注 1）。 

 

（注 1）取締役会設置会社とは、簡単に言えば、取締役会を設置している株式会社のことであ

る（会社法 2条 7号）。 

 

○この点については旧法と同様である。 

 

 

 

２．自己株式（金庫株）の消却の事例 
 

○ここでは、適時開示書類（プレスリリース）で見つけた、普通株式に係る、保有する自己株式（金

庫株）の「消却」（会社法 178 条）の事例を紹介する（注 2）。 

 

（注 2）適時開示書類（プレスリリース）では、消却の対象となった自己株式がどのように取

得されたものであるか明らかではない場合がほとんどである。 

 

○会社法 178 条による消却の事例は、以下の通り、16 社（16 件）が確認された（注 3）。 

 

（注 3）平成 18 年（2006 年）5月 1日から平成 18 年（2006 年）11 月 9 日までの適時開示書類

（プレスリリース）による。 

 

 

 



 

 (２／２) 

 

会社名 証券 

コード 

適時開示書類

の日付 

備考 

グッドウィル・グルー

プ 

4723 H18.5.15 平成 18 年 5 月 19 日を消却する日としていた。

アステラス製薬 4503 H18.5.15 平成 18 年 5 月 31 日を消却する日としていた。

丸藤シートパイル 8046 H18.5.16 平成 18 年 7 月 14 日を消却する日としていた。

セブン＆アイ・ホール

ディングス 

3382 H18.5.25 

H18.7.4 

当初、消却予定日については、「資本準備金取

崩しの効力発生日（平成 18 年 7 月 4日を予定）

以降速やかに実施いたします。」としていた。

実際、平成 18 年 7 月 4日に消却。 

シマノ 7309 H18.6.20 平成 18 年 6 月 23 日を消却する日としていた。

日本山村硝子 5210 H18.6.28 平成 18 年 7 月 11 日を消却する日としていた。

みずほフィナンシャ

ルグループ 

8411 H18.6.30 平成 18 年 7 月 7日を消却する日としていた。 

子会社からの自己株取得と同時に消却する旨

を明示。 

キャビン 8164 H18.7.6 平成 18 年 7 月 24 日を消却する日としていた。

エステー化学 4951 H18.8.1 平成 18 年 8 月 23 日を消却する日としていた。

積水化成品工業 4228 H18.8.1 平成 18 年 8 月 31 日を消却する日としていた。

松尾電機 6969 H18.8.10 平成 18 年 9 月 5日を消却する日としていた。 

ほくやく 7526 H18.8.22 平成 18 年 9 月 25 日を消却する日としていた。

日本油脂 4403 H18.8.28 平成 18 年 8 月 28 日を消却する日としていた。

住生活グループ 5938 H18.9.11 平成 18 年 9 月 30 日を消却する日としていた。

ニチコン 6996 H18.9.19 平成 18 年 9 月 28 日を消却する日としていた。

阿波銀行 8388 H18.9.28 平成 18 年 9 月 29 日を消却する日としていた。

 

 

 

３．自己株式（金庫株）の処分等に関する東証作成資料 
 

（単位：社、千株、百万円）

年 月 社数 社数 社数

6 - 12 32 37 24
61 71 58
59 66 81

9  12 3 5
10  5 18 3
11  2 1 6
12  10 7 8

0 0 0
1  10 3 1
2  6 2 5
3  14 10 24
4  7 12 3
5  5 1 4
6  7 3 2
7  4 2 6
8  4 4 3
9  10 7 6

（出所）東京証券取引所作成資料より（http://www.tse.or.jp/data/ownshare/index.html参照。）

548,704
52,379 181,135

平成18年 48 150,529 640,467

9,955
203,082

2,700

4,669
11,808
1,700

5,046 3,261
447,873 1,760,789

平成18年 11 14,861 11,257
平成18年 22 88,791 175,087 19,889 16,091 30,734 98,182

2,945 1,603 6,869 6,392
平成18年 12 462,871 1,827,512 7,941 63,624 7,055 3,099
平成18年 12 22,119 71,132 11,329 14,302 8,090 46,875
平成18年 10 27,057 219,310 14,783 16,046 464 181
平成18年 22 38,947 85,345 9,855 21,993 27,392 58,683

47,646 70,931 7,733 20,831 95,149

7,000 4,667
平成18年 13 61,157 194,724 6,900 12,611 1,877 976

0 0
平成18年 14 16,566 490,922 7,555 481,944 2,010 4,311

36,502 48,614
0 0 0 0 0 0 0

37,907 41,260
平成17年 25 111,012 103,849 9,728 19,516 64,781 35,717

3,480 10,856
平成17年 9 41,978 43,399 4,000 1,991 71 147

26,911 12,545
平成17年 26 67,252 65,611 8,122 11,883 55,649 42,871

14,498 17,640 3,263 7,782平成17年 20 44,673 37,967

社  数 株  式  数 金    額 株式数 金額 株式数 金額 株式数

合    計 引き受ける者の募集による処理 合併、株式交換、会社分割に伴う移転 消却処分

38,167 60,813

114,792
平成16年
平成15年

184
90 281,177 235,500 33,212 28,653 166,690 92,054 81,274

659,150175,182 241,724 180,073 348,678
1,196,767 1,535,912 219,198
844,859 1,014,407 254,456

金額

平成17年 706,193 1,094,734169,807 271,375 271,370198

 
 


